
地方独立行政法人明石市立市民病院設立に伴う関係条例

の整備に関する条例 

（明石市情報公開条例の一部改正） 

第１条 明石市情報公開条例（平成１４年条例第５号）の一部を次のように改正す

る。 

第２条第１号中「及び議会」を「、議会及び市が設立した地方独立行政法人（地

方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独

立行政法人をいう。以下同じ。）」に改め、同条第２号中「職員が職務上」を「職

員（市が設立した地方独立行政法人の役員を含む。以下同じ。）が職務上」に改め

る。 

第５条中「市は」を「実施機関は」に改める。 

第１１条第１号ウ中「公務員の職務」を「公務員等（行政機関の保有する情報

の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）第５条第１号ハに規定する公務

員等をいう。）の職務」に、「当該公務員」を「当該公務員等」に改め、同条第２

号中「国及び地方公共団体を除く」を「行政機関の保有する情報の公開に関する

法律第５条第２号に規定する法人その他の団体をいう」に改め、同条第５号中「市

と国若しくは他の地方公共団体」を「実施機関と国、独立行政法人等（独立行政

法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）第２条

第１項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）、市以外の地方公共団体

若しくは市が設立した地方独立行政法人以外の地方独立行政法人（以下「国等」

という。）」に改め、同条第６号中「市に」を削り、同条第７号中「国若しくは

他の地方公共団体」を「国等」に改め、同号イ中「国又は地方公共団体」を「市、

市が設立した地方独立行政法人又は国等」に改め、同号オ中「国又は地方公共団

体が経営する企業」を「市、国若しくは他の地方公共団体が経営する企業、独立

行政法人等又は地方独立行政法人」に改める。 

第１７条第１項中「国、地方公共団体」を「市、市が設立した地方独立行政法

人、国等」に改める。 

第２１条第１項中「市長又は実施機関は、」を削り、「あったときは」の次に「、

当該不服申立てに対する決定又は裁決をすべき実施機関は」を加える。 

第２６条第１項中「法人その他の団体」を「法人等」に、「実施機関」を「市長」

に改め、同条第２項中「実施機関」を「市長」に改める。 

第２６条の２第２項中「実施機関」を「市長又は教育委員会」に改める。 

（明石市個人情報保護条例の一部改正） 



第２条 明石市個人情報保護条例（平成１３年条例第１号）の一部を次のように改

正する。 

第１条中「市の実施機関」を「実施機関」に改める。 

第２条第２号中「及び議会」を「、議会及び市が設立した地方独立行政法人（地

方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独

立行政法人をいう。以下同じ。）」に改め、同条第３号中「国及び地方公共団体」

を「国、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５９号）第２条第１項に規定する独立行政法人等をいう。

以下同じ。）、地方公共団体及び地方独立行政法人」に改め、同条第４号中「職員

が職務上」を「職員（市が設立した地方独立行政法人の役員を含む。以下同じ。）

が職務上」に改める。 

第１２条中「実施機関」を「市長又は教育委員会」に改める。 

第１４条第２号中「認められるもの」の次に「。ただし、次に掲げる情報を除

く。」を加え、同号に次のように加える。 

ア 法令等の規定により又は慣行として開示請求者が知ることができ、又は

知ることが予定されている情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要で

あると認められる情報 

ウ 当該個人が公務員等（行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５８号）第１４条第２号ハに規定する公務員等をい

う。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報である

ときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び氏名（当該公務員等の氏

名を公にすることにより、当該公務員等の個人の権利利益を不当に侵害す

るおそれがある場合を除く。）並びに職務の遂行の内容に係る部分 

第１４条第７号中「市と国若しくは他の地方公共団体」を「実施機関と国、独

立行政法人等、市以外の地方公共団体若しくは市が設立した地方独立行政法人以

外の地方独立行政法人（以下「国等」という。）」に改め、同条第８号中「国若

しくは他の地方公共団体」を「国等」に改め、同号イ中「国又は地方公共団体」

を「市、市が設立した地方独立行政法人又は国等」に改め、同号オ中「国又は地

方公共団体が経営する企業」を「市、国若しくは他の地方公共団体が経営する企

業、独立行政法人等又は地方独立行政法人」に改める。 

第２０条第１項中「国、地方公共団体」を「市、市が設立した地方独立行政法

人、国等」に改め、同条第２項中「第１４条第３号ただし書」を「第１４条第２



号イ又は同条第３号ただし書」に改める。 

第３４条第１項中「市長又は実施機関は、」を削り、「場合は」の次に「、当該

不服申立てに対する決定又は裁決をすべき実施機関は」を加える。 

第４１条第１項中「法人その他の団体」を「法人等」に、「実施機関」を「市長」

に改め、同条第２項中「実施機関」を「市長」に改める。 

（明石市職員定数条例の一部改正） 

第３条 明石市職員定数条例（昭和２４年条例第３５号）の一部を次のように改正

する。 

第２条第１項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第１１号まで

を１号ずつ繰り上げ、「合計 ２，３００人」を「合計 １，９５０人」に改める。 

（明石市職員の定年等に関する条例の一部改正） 

第４条 明石市職員の定年等に関する条例（昭和５９年条例第１８号）の一部を次

のように改正する。 

第３条ただし書中「病院において医療業務に従事する医師及び歯科医師」を「明

石市職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第４４号）別表第２ア医療職給料

表(１)の適用を受ける職員」に改める。 

（明石市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第５条 明石市職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第４４号）の一部を次の

ように改正する。 

 第１５条第１項中「入院患者の病状の急変等に対処するための医師又は歯科医

師の宿日直勤務にあつては２０，０００円、規則で定めるその他の特殊な業務を

主として行う宿日直勤務にあつては５，１００円」を「規則で定める特殊な業務

を主として行う宿日直勤務にあつては、５，１００円」に改め、同条第２項中「入

院患者の病状の急変等に対処するための医師又は歯科医師の宿直勤務にあつては

３０，０００円、規則で定めるその他の特殊な業務を主として行う宿直勤務にあ

つては７，６５０円」を「規則で定める特殊な業務を主として行う宿直勤務にあ

つては、７，６５０円」に改める。 

 別表第２アの表備考中「病院等に勤務し医療業務に従事する医師」を「医師で

ある職員」に改め、別表第２イの表備考中「病院等に勤務する薬剤師、栄養士、

放射線技師、臨床検査技師、理学療法士」を「栄養士、理学療法士及び作業療法

士である職員」に改め、別表第２ウの表備考中「病院等に勤務し看護業務又は予

防衛生業務に従事する看護師及び准看護師」を「看護師及び准看護師である職員」

に改める。 



（明石市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

第６条 明石市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和５５年条例第２７号）の一

部を次のように改正する。 

 第２条第１４号を次のように改める。 

 (１４) 医療業務手当 

 第１６条の見出しを「（医療業務手当）」に改め、同条中「病院事業勤務手当

は、病院に勤務する職員で」を「医療業務手当は、」に改める。 

  第１７条第５号中「病院事業勤務手当」を「医療業務手当」に改める。 

（明石市特別会計条例の一部改正） 

第７条 明石市特別会計条例（昭和３９年条例第２４号）の一部を次のように改正

する。 

第１条に次の１号を加える。 

(８) 明石市病院事業債管理特別会計 病院事業債管理事業 

（明石市病院事業の設置等に関する条例等の廃止） 

第８条 次に掲げる条例は、廃止する。 

(１) 明石市病院事業の設置等に関する条例（昭和４１年条例第４３号） 

(２) 明石市立市民病院事業における利益剰余金等の処分に関する条例（昭和３

２年条例第３５号） 

(３) 明石市立病院の診療費用及び使用料等に関する条例（昭和４１年条例第４

４号） 

(４) 明石市立市民病院医師修学等資金貸与条例（平成２０年条例第３号） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、地方独立行政法人明石市立市民病院（以下「法人」という。）の成

立の日から施行する。 

 （明石市情報公開条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の明石市情報公開条例（以下この項において「改正

後の条例」という。）の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

以後にされる公開請求について適用し、施行日前にされた公開請求については、

なお従前の例による。ただし、施行日前に市長がした処分その他の行為及び市長

に対してなされた公開請求その他の行為のうち、法人が市長から継承した公文書

に係るものについては、施行日以後は、法人がした行為及び法人に対してなされ

た行為とみなして改正後の条例の規定を適用する。 



（明石市個人情報保護条例の一部改正に伴う経過措置） 

３ 第２条の規定による改正後の明石市個人情報保護条例（以下この項において「改

正後の条例」という。）の規定は、施行日以後にされる開示請求について適用し、

施行日前にされた開示請求については、なお従前の例による。ただし、施行日前

に市長がした処分その他の行為及び市長に対してなされた開示請求その他の行為

のうち、法人が市長から継承した公文書に記録されている個人情報に係るものに

ついては、施行日以後は、法人がした行為及び法人に対してなされた行為とみな

して改正後の条例の規定を適用する。 

（明石市病院事業の設置等に関する条例の廃止に伴う経過措置） 

４ 施行日前の病院事業の業務に係るこの条例による廃止前の明石市病院事業の設

置等に関する条例第４条の規定による職員の賠償責任の免除及び同条例第６条第

１項の規定による業務の状況を説明する書類の作成については、なお従前の例に

よる。 

 


